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　　　＜特集「京都府における周産期医療の現状と将来」＞

京都府北部における周産期医療
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抄　　録

　京都府北部の周産期医療はこの数年間で危機的状況に陥った．それは主にマンパワーの減少による
規模の縮小あるいは閉鎖とそれに引き続く産科医療と新生児医療の分離によりもたらされた．地域に
おける分娩数の減少の主たる原因は出生数そのものの減少によると考えられるが，周産期医療の縮小が
容認されるものではなく，これ以上のマンパワーの減少は府北部の周産期医療の存在をも揺るがす．関
係各位の努力により光明が見え始めてはいるが，現実的には医師不足の深刻化する中，地域の産科・小
児科のより良い連携と麻酔科医の確保，産科医師の増員を必要なときには柔軟に対応できるように病院
の枠を越えて行えるようなシステム作りを行い，少なくとも新生児搬送のリスクが極めて大きいと思わ
れる分娩に際して適切な時期に分娩を行い，母体や新生児の集中治療をスムーズに行えるような体制作
りを進めていく必要があると考えられる．

キーワード：京都府北部，周産期医療，マンパワー，����，産科医療と新生児医療の分離．
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 は じ め に

　わが国における周産期医療は近年大きな転換
期を迎えている．少子化が進む一方で，産科，
小児科など周産期医療に関与する部門での医師
不足が深刻化し，都市部でさえもリスクが高い
分娩を受け入れることが困難な状況に陥ってい
る．取り分け医師不足の深刻な地域では崩壊し
てきているといっても過言ではない．多田裕東
邦大学名誉教授は周産期独自の医療技術の変化
と医療システムとに着目し，周産期医療の変遷
を以下のように��年ごとに�期に区切った１）２）．
　第�期（����～��，昭和��～��年）：自宅分
娩から産科施設での分娩へ．未熟児に対する養
育医療制度の萌芽．
　第�期（����～��，昭和��～��年）：ハイリ
スク妊娠・新生児のケア．異常新生児の早期発
見・早期治療．胎児心拍監視装置の普及．
　第�期（����～��，昭和��～��年）：新生児
集中治療室（����）の確立．新生児搬送の導入．
機械的人工換気療法・呼吸心拍モニターの導入．
　第�期（����～��，昭和��～平成�年）：周
産期センター化．母体搬送の普及．人工肺サー
ファクタント補充療法の確立．
　第�期（����～����，平成�～��年）：周産
期医療システムの整備が進む．総合あるいは地
域周産期母子医療センターの整備．新生児フォ
ローアップ体制の整備．不妊治療成績の向上．
　第�期（����～，平成��年～）：周産期医療
を取り巻く社会的状況の危機．
　この時系列は京都府北部の周産期医療にもほ
とんどそのまま当てはまると言っていい．本論
文では京都府北部の周産期医療の変遷を振り返
り，次に現状を分析し，そして一条の光明の見
え始めた近況を踏まえ，今後なし得ることは何
かについて言及していく．

 京都府北部の周産期医療の変遷

　京都府における周産期医療体制については平
成��年�月�日付けの�新聞に京都第一赤十
字病院の中田好則医師の報告３）�が掲載されてお
り，今回は割愛する．この医療体制の中，京都

府北部の周産期医療は地域周産期医療センター
が設置されている現在の国立病院機構舞鶴医療
センターを中心に行われてきた．そこで先ず舞
鶴医療センター（以下当院）での周産期医療の
変遷を中心に論を始めていきたい．
　舞鶴市は京都府の東北端に位置し，当院の周
囲�����には�次医療機関はない．����年の厚
生省（当時）の周産期医療体制整備事業の開始
による総合周産期母子医療センターおよび地域
周産期医療センターの整備を受けて，����年�
月に�床の診療報酬認可の新生児特定集中管理
病床が認可された．当時小児科は�人の常勤医
がおり，積極的に新生児医療に取り組んでい
た．そして����年�月には新生児特定集中管
理病床は�床に増床され，���および新生児室
と合わせて��床を備えるようになり，より充実
したものとなり（以後特に断らない限りこの��
床を����ということとする），年間���例以上
の入院があった．しかし����年に入り転換期
を迎える．産婦人科医の減少により����年�
月には当院への母体搬送が困難になり，次いで
����年�月に分娩が中止となってしまう．そし
て����年�月には麻酔科と産婦人科の常勤医
が不在となり，小児科医も�人と減少する中，
やむを得ず新生児のお迎え搬送を開始した．
����年�月��日付けの�新聞には，「母子救急
の「砦」地域周産期センター　�病院，分娩でき
ず」と題された記事が掲載されている．やや長
文になるが，それを引用する．『京都府舞鶴市
の国立病院機構舞鶴医療センターは�月，早産
があった産院に小児科医が出向いて新生児を引
き取る「出前����」を始めた．産婦人科が�
月末になくなったが，地域に新生児の高度医療
を担える病院がない．産院から���があれば，
医師�人が救急車に保育器を積んで出発．分娩
と同時に気道確保などをして連れ帰る．�産科
休診は医師�人が相次いでやめたからだ．��代
の部長と��代の夫妻．当直を交代でこなし，手
術があれば呼び出される「オンコール」も月に
��日あった．夫婦には幼子がいて，夜中の緊急
手術が入ると預ける先もない．限界だった．同
センターの中島文明医師は「出産前の母体より
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新生児の搬送の方が危険だが，やむを得ない．
悪天候時に搬送がないよう祈るだけです」』．
　だがそれも同年��月には小児科医が�人と減
少し，困難となってしまった．以降状況は好転
することなく近年に至っている．この間の当院
����への入院患者数の変化を示すと，図�の
ようになる．当院での分娩中止を境に，当科
����への入院患者数も当然のごとく激減し，
それまでの約���程度の年間��～��人程度と
なっている．時期を同じくしての小児科のマン
パワーの減少が拍車をかけ，����への入院の
制限を加えなければならなかったこと，それに
玉突き式に周辺の分娩可能施設でのハイリスク

分娩の受け入れの制限と呼吸器管理の必要のな
い新生児は搬送のリスクを冒してまで当院に搬
送してくるメリットがなくなったことなどが当
院����への入院数の激減の要因と考えられる．
　一方，産科側の変遷を見てみることとする．
図�には平成��年以降の舞鶴市内の公的医療機
関での分娩数の推移を示した．平成��年には
舞鶴市民病院が，そして平成��年には当院が相
次いで分娩中止に陥った．舞鶴市内ではもう一
つ残る舞鶴共済病院が当院分娩中止のためか平
成��年度にその年だけ���例弱の増加を見て
いるが，その後は再び年間���例程度にまで復
している．舞鶴市内の公的�病院での分娩数は
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図�　　当院����入院数の年次推移　　　　　　
　　　↓は当院での分娩中止の時期を示している．

図�　　舞鶴市内公的医療機関分娩件数の年次推移
　　　平成��年度（つまり平成��年）の�月および�月の舞鶴共済病院の分娩数は，
本論文執筆中の時点では把握できておらず，この年度の月ごとの分娩数の平均で
ある��例の分娩があったものと仮定して集計した．



平成��年には���であったものが，平成��年
度には���へと減少している．一方，舞鶴市の
出生数の推移を見てみると，平成��年は�����，
平成��年は���となっている．近隣私的医療
機関や近郊あるいは縁を頼った他の分娩可能施
設へと徐々に分娩の場を移していった可能性も
ある．しかし近隣市町村の出生数の変化を見て
みると図�に示したように出生数自体が落ち込
んできていることがわかる．平成��年から��
年までの�年間でこの地域の出生数は���人減
少し，平成��年からを見ても���人の減少を見
ている．分娩数の減少の原因としては，出生数
の減少による自然減の要因の方が影響が強いと
考えられる．

分娩中止以降の現状

　これまで述べてきたように現在当院����は
病床数��床，小児科医�名が診療を行ってい
る．平成��年度の人口動態によると当科����
がカバーしている地域での出生数は，福知山市
���人，舞鶴市���人，綾部市���人，宮津市���
人，京丹後市���人，与謝野町���人，伊根町

��人の合計で約�����人である．勿論この数字
は人口動態から見た出生数であり，実際の分娩
数とは隔たりがあるのは言うまでもない．妊産
婦の出入りや舞鶴よりも京阪神の都市部へのア
クセスの良い地域での都市部への妊婦・新生児
の搬送，分娩可能施設の減少などの要素を考慮
しなければならないが，この数字より大きく
なっている可能性は少ないので，一応の目安と
できる．����必要数は����年の整備事業開始
当初は�床�出生�����と推計されていたが，ハ
イリスク妊婦・新生児の増加に伴い，約�床�出
生�����と増加した４）．従って当科の新生児特定
集中管理病床数としては�～�床を備えていれ
ばよく，まずまず必要充分なベッド数が確保さ
れているといって良い．反面，現在その稼働率
は芳しくない．����の病床当たりの受け入れ
可能患者数を検討することは疾患の重症度やマ
ンパワーに影響されるため困難ではあるが，東
京都における例を挙げると，未熟児ベッド���
床，うち�������床で年間����例の入院を受
け入れ，��������一杯であったとの記載がある５）．
これを基に考えると���を含む新生児病床�
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図�　　近隣地域での出生数の年次推移
　　　舞鶴保健所管内には舞鶴市が，綾部保健所管内には綾部市が，福知山保健所管内には福
知山市，三和町，夜久野町，大江町が，宮津保健所管内には宮津市，加悦町，岩滝町，伊
根町，野田川町が，峰山保健所には峰山町，大宮町，網野町，丹後町，弥栄町，久美浜町
がそれぞれ含まれていた．平成��年以降は現行の中丹東保健所，中丹西保健所，丹後保健
所の�保健所の管轄へと再編された．中丹東保健所管内には舞鶴市，綾部市が，中丹西保
健所管内には現在の福知山市が，丹後保健所管内には宮津市，京丹後市，伊根町，与謝野
町が含まれている．



床当たり年間��例程度となり，当院����では
年間���例程度の��������となる．実際����年
～����年までの入院数は���例程度となってい
た．現在は小児科医も当時の�名から�名へ減
少しているとは言っても少なすぎる入院数であ
り，地域の周産期医療に貢献できているとは言
い難い．この最大の原因は当院での分娩の中止
であろう．このような状況の中現在当院����
の入院患者はほとんどが院外出生であり，その
紹介元は表�のようになっている．半数近くは
舞鶴市内にあり，当院とは車で�分程度の距離
にある舞鶴共済病院からの搬送となっている．

表�には疾患別の内訳を示した．特徴は呼吸器
管理を要する症例の比率が高いことであり，入
院症例の約半数は人工呼吸器管理を要してい
る．遠方まで搬送する時間的余裕のない呼吸障
害を呈する新生児の受け入れ先として最後の砦
となっている現状がうかがいしれる．
　近郊の公的医療機関の分娩に関する状況は，
京都府立与謝の海病院は産科常勤医�名，分娩
数���人，市立福知山市民病院は産科常勤医�
名，分娩数���人，綾部市立病院では分娩数���
人となっており，必要に応じて母体あるいは新
生児での搬送をそれぞれ舞鶴共済病院あるい
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表�　　当院����入院患者の紹介元
　　　����年度は����年�～�月，����年度は����年�月～����年�月，����年度は
����年�月～����年�月，����年度は����年�～��月の症例数である．表�も同じ．

   

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



は当院で受け入れている．これらの施設では
赤ちゃんに優しい病院として母乳育児支援や
���（��������	�
�	�������	���	��）ルームを設
置し，入院から分娩そして退院までを赤ちゃん
とそして家族と一室で過ごし，家庭分娩のよさ
を病院機能の中に加味しようとする努力，院内
助産院の開設などの努力が行われている．しか
し，産科のマンパワーの不足に加え，����を
有する当院以外での重症新生児の受け入れは困
難であることから，分娩数に制限が加えられた
り，ハイリスク分娩はどうしても敬遠されてき
たのが現状であった．
　現在当院����には小児科医�名が勤務して
いる．����に必要な人員配置としては当直が
週�回ですむ人員，つまり最低�名は必要とさ
れている５）．現在単純計算しても�人月�回の当
直を行っており，また����という特殊性から
オンコールによるバックアップが必要でこれに
更に月�日は拘束されている状況である．また
�名のうち新生児医療への従事の経験が豊かな
者は�名に過ぎず，上級医への負担は軽視でき
ない．翻って，これまで述べてきたように当院
����は充分に機能しているとは言い難い状況

である反面，当院での分娩中止は近隣の分娩可
能施設の小児科にも負担を強いてきたものと考
えられる．例えば舞鶴市内での分娩可能な唯一
の公的医療機関である舞鶴共済病院の小児科の
現状を見てみよう．共済病院小児科は常勤医�
名であるのにも関わらず，年間���例程度，つ
まり当院����の約�倍程度の新生児の入院が
ある．両院の小児科および産科の状況を比較す
ると表�のようになる．非常に効率が悪いのは
一目瞭然である．このような現状をもたらして
いる最大の要因は産科医療と新生児医療の現場
とが離れてしまっているということに他ならな
い．

 見え始めた一条の光明

　周産期医療において新生児を取り扱う小児科
と妊婦および分娩を扱う産科とは翼の両翼のよ
うなものでどちらが欠けていても十分に機能し
ないことは言うまでもない．これまで述べてき
たように現在府北部では新生児は当院����
が，分娩は舞鶴共済病院産婦人科が中心となっ
ている．残念ながら現時点では両院とも一方だ
けで周産期医療全体を担えるだけの力量を備え
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表�　　当院����入院患者の疾患別内訳

      

     

     

     

     

     

     

     

     

      



ていない．
　一気に瓦解した府北部の周産期医療を立て直
すべく，最近になり多くの努力がなされてきて
おり，一条の光明が差してきているのは事実で
ある．当院では����年�月より舞鶴共済病院
産婦人科のバックアップを得て院内助産所が開
設された．現在までに�人の分娩の実績を積ん
だ．また昨年��月には産婦人科の常勤医�名が
赴任し，当院に於ける産科医療も復興へと歩み
始めた．舞鶴共済病院には産婦人科常勤医�
人，小児科常勤医�人が勤務しており，現在当院
小児科・産科および共済病院小児科・産科の�者

の協力関係の確立を積極的に推し進めている．

 今 後 の 展 望

　分娩数の減少は一見周産期医療に関わるマン
パワーの減少やそれに伴う分娩可能施設の減少
によるもののように見えるが，人口動態を勘案
すると出生数の自然減という要素が強いように
考えられる．少子化の問題はこれからの日本社
会全体の社会構造の根幹に関わる大きな問題で
あり，出生という現場に関わる周産期医療は今
後この問題にも向き合っていかなければならな
い．
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表�　　当院および舞鶴共済病院の周産期医療事情の比較
　　　舞鶴共済病院小児科の平成��年の新生児入院数は，同年�～��月の
データである．�����������	
���������
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　分娩数は減少してきているとは言っても，周
産期医療を縮小して良いということにはならな
い．むしろ京都府北部ではこれ以上の縮小は周
産期医療そのものが成り立たないという状況を
生み出す可能性が高い．特に専門性の高い新生
児未熟児医療ではこれ以上のマンパワーの低下
はその崩壊を招く．
　現在我々は府北部の周産期医療の両翼である
当院産科・小児科と舞鶴共済病院産科・小児科
の�者間での積極的な情報交換や人的交流を推
進している．これはひとえに府北部でのより安
心な出産を可能にするための努力である．しか
し，両院間には車でたった�分程度ではあって
も周産期医療にとっては致命的で埋めがたい物
理的な距離が存在する．したがって，少なくと
も新生児搬送のリスクが極めて大きいと思われ
る分娩に際して適切な時期に分娩を行い，母体

の安全の確保や救命，そして新生児の集中治療
をスムーズに行えるような体制作りを進めてい
く必要があると考えられる．そのためには現在
取り組んでいる当院と舞鶴共済病院の産科・小
児科�者のより密接な協力関係の確立に加え
て，麻酔科医の確保，産科医師の増員を必要な
ときには柔軟に対応できるように病院の枠を越
えて行えるようなシステム作り，また専門性の
高い未熟児新生児医療の専門医クラスの派遣に
よる医学的レベルの向上などが望まれる．
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